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平成２０年度 

予算案の概要 

京 丹 後 市 

一般会計
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平成２０年度予算編成方針 

骨格型予算の編成 
⇒２０年４月２７日に市長･市議会議員選挙が実施されるため、政策的な事業、新規事業 

（制度的及び緊急的な事業を除く）を除いた骨格型の予算として調製し、選挙後の６月 

定例会における補正予算で肉付け計上する。 

各種計画との整合 

財政健全化法への対応 

⇒総合計画（実施計画）、行財政改革推進計画（集中改革プラン）及び財政計画との整 

合性を図りつつ、引き続き『持続可能な財政運営』を目指す。 

⇒２０年度決算から健全化判断比率（①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公 

債費比率、④将来負担比率）のいずれかが早期健全化基準を超えた場合は、「財政健 

全化計画」の策定が義務付けられるため、当初予算編成の段階から各種比率の抑制に 

留意した予算編成としている。
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予算の規模 

一般会計予算 ２８３億３,０００万円 

（⑲ ２８８億３,０００万円） 対前年比 △１.７％ 

公的資金の補償金免除借換債を実施しているため、実質的な 

予算対比は、△２.３％ 
※公的資金の補償金免除借換債 １億７,１４０万円 

純計後予算規模 ２８１億５,８６０万円 

⇒ 骨格予算編成のため京丹後市発足以来、最も小さな予算規模 

【参考】 

⑳地方財政計画 ０.３％増 

予算規模 
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市債の状況 

２０年度末市債残高見込（一般会計） 

４１２億９,６９６万円 
（対１９年度末 △１５億２,８６９万円、△３.６％） 

⇒ 京丹後市発足以来、５年連続で市債残高が減少 

市債残高の推移 
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主要施策の取り組み 

n 政策的な施策を控えた骨格型予算であるも 
のの、総合計画に掲げた６つの施策の柱に 
沿って、社会資本整備のための継続的な投 
資的事業の実施、産業振興、環境保全、安 
全都市へのまちづくり、市民協働のまちづくり 
に十分留意 

行政の連続性、市民サービスの 

維持に配慮した予算
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ひと・もの・ことが行き交う 

Ⅰ 交流経済都市 

n にぎわい創出プロジェクト構想 

予算額 １４億３,９４２万円 （構成比 5.1％） 

○京丹後ふるさと応援団運営事業 

○農業生産法人等育成緊急整備事業（新規） 

○野生鳥獣農作物被害対策事業 

○クロアワビの試験養殖 

定住の促進 

農林業の 

振興 

漁業･海業 

の振興
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○「北部産業活性化拠点・京丹後」負担金 

○織物業経営革新等推進事業補助金 

○森の全国交流拠点整備事業（新規） 

○「京丹後市観光協会」補助金（新規） 

○山陰海岸ジオパーク推進協議会負担金（新規） 

○地場産業経営革新等対策事業 

○「特産品ショップ ホッと丹後」運営補助金 ほか 

観光の 

振興 

商工業の 

振興 

Ⅰ 交流経済都市 

京丹後ブ 

ランドの 

販売戦略
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暮らしの中でいのちが輝く 

Ⅱ 環境循環都市 

n 環境先進都市推進プロジェクト構想 

予算額 １３億８,８３９万円 （構成比 4.9％） 

○環境基本計画策定事業 

○地域ﾊﾞｲｵﾏｽ利活用推進事業補助金（新規） 

ほか 

自然環境の 

保全と創造 

循環型社会 

の構築
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生きる喜びを共有できる 

Ⅲ 健やか安心都市 

n 安心ネットワーク形成プロジェクト構想 

予算額 ５３億７,５３９万円 （構成比 19.0％） 

○自殺予防対策事業 

○後期高齢者医療制度関連経費（新規） 

○子ども医療給付事業 

○医療確保奨学金等貸付金 

市民主体の 

健康づくり 

の推進 

医療保険制 

度の充実 

患者本位の 

医療体制の 

充実
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Ⅲ 健やか安心都市 

○障害者地域生活支援事業 

○障害者就労支援事業 

○健康長寿のさとづくり推進事業 

○福祉有償運送事業運営補助金 ほか 

共に生きる障 

害者福祉の充 

実

安心して暮ら 

せる高齢者福 

祉の充実
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次代を担う若い力が活躍できる 

Ⅳ 生涯学習都市 

n 学びのミュージアム推進プロジェクト構想 

予算額 ３６億３,９８５万円 （構成比 12.8％） 

○和田野保育所送迎車購入事業（新規） 

○（仮称）丹後保育所整備事業 

○（仮称）丹後幼稚園整備事業 

○学校再配置検討事業 

子育ての 

支援 

学校教育 

の充実
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Ⅳ 生涯学習都市 

○学校情報化推進事業 

○中学校スクールバス更新事業（新規） 

○図書館システム統合事業 

○京丹後市史編さん事業 

○遺跡発掘調査事業 

○稲葉家資料展示活用事業 ほか 

社会教育 

スポーツ 

の充実 

歴史文化 

遺産の保 

全と活用
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共に築き、結び合う 

Ⅴ パートナーシップ都市 

n パートナーシップ推進プロジェクト構想 

予算額 ２億７,１０５万円 （構成比 1.0％） 

○地域まちづくり支援事業補助金 

○市民力活性化推進プロジェクト補助金 

○市民協働のまちづくり事業補助金 

○郵便局サービスの充実 

地域コミュニ 

ティの強化 

協働と共創の 

まちづくりの 

推進
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Ⅴ パートナーシップ都市 

○人権・行政相談事業 

○中日本海交流会議開催事業（新規） 

○青少年海外派遣事業 

○京丹後文化のまちづくり推進補助金 

○公共ホール音楽活性化事業 ほか 

国際交流と 

地域間交流 

の推進 

文化芸術活 

動の振興 

人権の尊重
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災害に強く、快適で暮らしやすい 

Ⅵ うるおい安全都市 

n 快適・安全・交流都市形成プロジェクト構想 

予算額 ４０億１０８万円 （構成比 14.1％） 

○八丁浜シーサイドパーク整備事業 

○建設産業経営革新等事業補助金 

○網野地域内水処理対策事業 

○防災行政無線施設整備事業 

道路ネットワ 

ークの整備 

上下水道の 

整備 

消防･防災体 

制の強化 

戸別受信機を大宮、網野、弥栄、久美浜の各世帯へ無償配布 

適正な土地利 

用の推進
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Ⅵ うるおい安全都市 

○木造住宅耐震診断の実施 

○ブロードバンドネットワーク整備事業 

○地域情報交流モデル構築事業 ほか 

地域情報化 

の推進 

住宅の供給と 

安心できる住 

環境の整備
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６つの基本方針の実施 

Ⅶ 計画推進のために 

n 効率的な行財政運営の推進 

予算額 １２２億１,４８２万円 （構成比 43.1％） 

○市長・市議会議員選挙経費（新規） 

○地方公営企業等金融機構設立出資金（新規） 

○京都府との税務共同化推進経費（新規） 

○行政版知的資産経営報告書の作成
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Ⅶ 計画推進のために 

○事務事業外部評価の実施 

○市民満足度調査の実施 

○公的資金の繰上償還の実施 

○入札監視委員会の開催 

○市民向けの「わかりやすい予算書」の発行 

ほか
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n 健全化判断比率 
⑴ 実質赤字比率 ⑶ 実質公債費比率 
⑵ 連結実質赤字比率 ⑷ 将来負担比率 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（Ｈ１９．６．２２成立） 

これら健全化判断比率を公表 
健全化判断比率のいずれかが早期健全化基 
準を超えた場合は、『財政健全化計画』を 
策定しなければならない 

平成１９年度決算から 平成２０年度決算から 

財政健全化法への対応
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財政健全化法への対応 

n 公的資金の繰上償還等の実施 

n 市債借入の抑制 

n 特別会計への繰出金の抑制 

n 債務負担行為の精査 

n 総合計画と事務事業評価の連動 

n 引き続き、行財政改革推進計画（集中改 
革プラン）及び財政計画と整合を図る
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公的資金の繰上償還等の実施 

n 平成２０年度繰上償還額 １億８,５８１万円 
・昭和５８年～平成２年借入分、借入利率 ６.０５％～７.１０％ 

・うち低利借換分１億７,１４０万円（借換後の利率１.５％～１.８ 

％を想定） 

平成２０年度繰上償還（借換債発行）による利子軽減額 

高利の公的資金（財政融資資金・簡保資金等）の繰上償還・低 

利借換を補償金免除で行うことができる制度を活用 

（公債費負担軽減措置として平成１９年度から３年間実施される） 

２,１７９万円の財政効果
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◆総合計画（実施計画）に基づく事業実施 

◆事務事業評価 

実施計画の区分、かつ、事務事業評価をする単位での細事業を設定 

事務事業に対する自主的評価を行い、目標・費用対効果・実施成果等を検証し、市民に対 事務事業に対する自主的評価を行い、目標・費用対効果・実施成果等を検証し、市民に対 
する説明責任を果たせるように努める する説明責任を果たせるように努める 

総合計画に基づく 総合計画に基づく 
「ＰＤＣＡサイクル」の確立 「ＰＤＣＡサイクル」の確立 

※予算編成(Ｐ)、予算執行(Ｄ)、事務事業評価(Ｃ)、実施計画(Ａ) 

総合計画と事務事業評価の連動
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臨時的な財源確保対策 

n 財政調整基金の取り崩し 

９億５,０００万円（⑲ ７億６,０００万円） 

n 減債基金の取り崩し 

０万円（⑲ １億２,０００万円） 

n その他特定目的基金の取り崩し 

２億７,１７０万円（⑲ ２億９,３４０万円） 

予算編成時において、未確定歳入の代替 予算編成時において、未確定歳入の代替 
財源として計上。年度内で復元努力。 財源として計上。年度内で復元努力。
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開かれた予算編成 

n 市民の皆さんに開かれた予算編成を行うた 
め、予算編成方針の公開、予算編成過程の 
財政課査定・総務部長査定、市長査定の状 
況について、それぞれ査定が終了した段階 
で公開 

n 各地区からの要望に対する査定結果の開 
示は実施。 『骨格型』の予算編成となること 
から、復活要望の取り組みは、６月補正時に 
再度検討


